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○ 「除く住居等」では前月比で３ヶ月連続の減少 

総務省から公表された７月の家計調査実質消費支出（二人以上世帯）は前年比＋1.7％となった。前年比

では６ヶ月連続のプラスだが、前月比では▲1.3％と、６月の▲1.3％に続いての減少となっている。また、

住居、自動車購入、贈与、仕送り金などを除いた「除く住居等」では前年比▲0.6％と２ヶ月連続で減少、

前月比では▲0.7％（６月▲2.1％）と３ヶ月連続で減少している。商業販売統計等の他の消費関連指標と同

様に、７月の家計調査は低調な結果に終わった。 

 ６月の消費は、気温が低く季節衣料の販売が伸び悩んだことや、台風・豪雨等の天候不順から外出が手控

えられた等を背景に比較的大き目の悪化となっていたため、７月には反動増も期待されたが、結果は６月に

続いての減少となった。個人消費はこれまで好調な推移が続いていたが、足元で陰りが出始めているように

見える。これまで好調だったことの反動や、雇用・賃金の回復の鈍さ、自動車販売の追加的な押し上げ効果

の縮小などが影響している可能性がある。 

なお、７月の実質消費支出の水準は４-６月期を 1.7％下回っている。また、「除く住居等」で見ても７月

の水準は４-６月期を 2.1％下回る。７-９月期のＧＤＰベースの個人消費が減少に転じる可能性も否定でき

なくなってきた。 

 

（％）

実質消費支出 （二人以上世帯） 実質可処分所得 消費性向

合計 除く住居等（※） (勤労者世帯) （勤労者世帯）

前年比 前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 季調値 前期比

11 1月 ▲ 0.3 0.9 ▲ 0.5 ▲ 0.2 ▲ 2.7 ▲ 0.7 75.9 1.6

2月 0.5 ▲ 0.8 0.2 0.4 2.1 4.1 72.3 ▲ 3.6

3月 ▲ 8.2 ▲ 3.1 ▲ 7.2 ▲ 3.5 ▲ 3.0 ▲ 4.7 72.4 0.1

4月 ▲ 2.0 0.8 ▲ 2.0 0.4 ▲ 1.8 1.8 72.1 ▲ 0.3

5月 ▲ 1.2 ▲ 0.4 ▲ 1.1 0.5 ▲ 2.9 ▲ 1.6 73.4 1.3

6月 ▲ 3.5 0.5 ▲ 2.8 0.5 ▲ 5.9 1.1 72.6 ▲ 0.8

7月 ▲ 2.1 0.9 ▲ 1.0 1.4 1.1 2.2 71.9 ▲ 0.7

8月 ▲ 4.1 ▲ 0.2 ▲ 4.0 ▲ 1.9 ▲ 1.9 ▲ 2.1 74.0 2.1

9月 ▲ 1.9 0.8 ▲ 1.6 1.5 ▲ 1.4 1.2 74.1 0.1

10月 ▲ 0.4 0.3 ▲ 1.7 ▲ 0.2 ▲ 3.8 2.3 72.7 ▲ 1.4

11月 ▲ 3.2 ▲ 0.4 ▲ 4.0 ▲ 0.7 ▲ 1.2 ▲ 2.8 74.1 1.4

12月 0.5 0.0 ▲ 0.1 0.3 ▲ 1.0 ▲ 1.2 74.5 0.4

12 1月 ▲ 2.3 ▲ 0.2 ▲ 1.4 0.8 1.4 1.3 73.7 ▲ 0.8

2月 2.3 1.8 1.9 1.4 1.8 4.6 72.2 ▲ 1.5

3月 3.4 ▲ 0.1 3.3 ▲ 0.4 3.7 ▲ 2.7 72.9 0.7

4月 2.6 ▲ 0.8 3.3 0.2 2.3 0.2 73.0 0.1

5月 4.0 1.5 2.7 ▲ 0.3 ▲ 0.4 ▲ 4.2 74.6 1.6

6月 1.6 ▲ 1.3 ▲ 0.4 ▲ 2.1 3.7 5.3 72.0 ▲ 2.6

7月 1.7 ▲ 1.3 ▲ 0.6 ▲ 0.7 ▲ 4.0 ▲ 5.5 75.4 3.4

(出所）総務省「家計調査報告」

※「住居」、「自動車購入」、「贈与金」、「仕送り金」を除いている
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○ 先行きは低調に推移する可能性大 

先行きについても懸念は多い。特に影響が大きいのがエコカー補助金の終了であり、10 月にも予想される

制度終了後には、自動車販売の大幅減少は避けられないだろう。また、雇用・所得の改善が限定的なものに

とどまっていることや、一部指標で消費者マインドの改善に頭打ち感が出ていることなども懸念材料だ。個

人消費は先行き、低調に推移することが予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）総務省統計局「家計調査報告」 

 

 

95

96

97

98

99

100

101

102

103

104

105

08 09 10 11 12

家計調査・実質消費支出（季節調整値）

実質消費支出

除く住居等


